
社会委員会の「原発について」の学習会                  2025.2.24. 

 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は遠く離れた横浜でも激しい振動がありました。地震直後

からの報道映像（倒壊、津波、火災など）に接し、言葉を失うほどの衝撃を受けました。また、

原子力発電所の爆発事故を知り、放射能による被害の恐怖を覚えました。港南台教会は、被災者、

被災地の救援、支援などの募金活動をすぐに開始しました。社会委員会が中心となり原発事故と

災害に関する意識喚起を図り、学習会を重ねました。有志が被災地を訪ねたり、被災地の方をお

招きして、直接、情報を頂いたり、被災地の農産物の購入などをして、「共に生きる」協力を続

けてきました。大震災・原発事故発生後 14 年を経て、危機意識が薄れてきているでしょうか。 

 

 昨日、教会の社会委員会主催で学習会が行われま

した。バイオマス等クリーンなエネルギーの研究開

発をしてこられた方が「日本の原子力発電」につい

て詳細なデータをもとに解説してくださいました。 

1955 年から、原子力の平和的利用を掲げて始ま

った日本の政策ですが、事故直後には、原子力に依 

存しない社会を目指すとしましたが、現在ではエネルギー安定供給を重視し再稼働促進する方

針に変わってきています。けれども、原子力発電には問題点があります。そもそも原料のウラン

鉱石は輸入によるものです。日本の問題点は、①技術面での安全解析、対策が不十分。②災害時

の住民の安全確保計画が不備。③核廃棄物の処理、処分が不可能。これらの問題は解決されてい

ません。つまり、トイレなきマンション状態だということです。 

日米間の協定により日本は核兵器に転用できるプルトニウム保有を認められています。なぜ

なら日本は、使用済み核燃料を再処理し、プルトニウムを取り出し、ウランと混ぜて MOX 燃料

として再利用するというプルサーマル計画を政策としたからです。ところが、六ヶ所再処理工場

は着工から莫大な経費をかけ、32 年間経ても事故続きで、技術的問題や新規制基準への適合な

どにより完成が遅れており、もはや破綻しているといっていいでしょう。 

日本の電源別発電量の推移をみると原子力は事故前の 2010 年の 25％から、2022 年は６％と

なっています。全国で 43 基設置されている原発は、2024 年末現在、13 基が稼働中です。使用

済核燃料はたまり続けるだけですが、管理容量に近づきつつあります。原発事故の原因、また事

故後処理を見ても技術面での安全解析の不足としか言いようがなく、廃炉への展望が開けない。 

2012 年、国会事故調査委員会の報告書ではこの事故を人災と結論付け、政策の監視、見直し、

新しい規制をし、被災住民への政府の対応を提言しています。深く受け止めて行きたいです。 

もう一人の女性が発題されました。庶民の立場で言いますと言われ、亡くなった方々への哀悼

と、事故を忘れてはいけないと被災者の方々への共感を訴えました。そして、原発作業員として

働く方々への感謝と敬意を述べられました。同時に、政府の打ち出す対策、政策への不信感を拭

い得ない苦しみをも滲ませました。日本列島は活断層の上にあるので原発設置は危険としかい

いようがありませんと、大きな不安の中で生きている苦しさを訴えられました。エネルギーを浪

費するのではなく、節約して、不便であっても安心して生きていきたいと勧められました。私は、

廃炉を求めて署名活動を熱心にしてこられた彼女の姿が目に焼き付いています。 


